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は じ め に
米国主導の市場至上主義という「大きな物語」が終焉（動揺？）に向かうなか，新たな秩序を
模索している世界経済にとって2016年は画期的な一年となった。周知のように，6月に英国が
国民投票で欧州連合（EuropeanUnion：EU）からの離脱を選択し，11月には米国でドナルド・
トランプ氏が大統領選に勝利するなど，既存の世界秩序を揺さぶる動きが立て続けに発生したの
である。1970年代後半～1980年代初頭にかけて，今日では新自由主義（neoliberalism）として
知られる新保守主義革命が英米で始まり，両国は戦後の主流であったケインズ主義的な福祉国家
から市場重視の小さな政府へと転換した。市場重視の新自由主義は，後述するように「ワシント
ン・コンセンサス」として世界中に影響を及ぼし，この間の著しい技術進歩と相俟って，新自由
主義に基づくグローバリゼーションが広がっていった。ところが，それらを先導したのと同じ英
米の2カ国において，今度は反移民や反自由貿易を旗印とする，言い換えれば反グローバリゼー
ションを掲げる勢力が，当初の予想を覆して勝利を収めたのである。行く末は未だ明確でないに
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（1） 本稿は，日本国際経済学会第75回全国大会（2016年10月29日～30日，中京大学）の自由論題（第
9分科会 国際政治経済）における報告に基づいて加筆修正したものである。座長の中本悟先生（立命
館大学），討論者の馬田啓一先生（杏林大学）には大変有益なコメントを頂戴した。記して感謝申し上
げたい。また，平川均先生（国士舘大学），浜中慎太郎先生（アジア経済研究所）を始め，フロアから
も有益なコメントを多数頂戴した。感謝申し上げるとともに，今後の研究に活かしていきたい。
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むすびにかえて
せよ，一時代の画期であることは間違いないであろう。
本稿では，このような時代の画期に際して，新たな開発パラダイムとしての「アジア・コンセ
ンサス」なる概念を提示する。新自由主義に基づく「ワシントン・コンセンサス」は，確かに一
部の発展途上諸国や移行経済において経済成長率や直接投資の流入を増大させた側面もあるが，
経済・金融の不安定化，所得格差の拡大，労働条件や環境汚染の悪化など，新たな問題を引き起
こし，緊縮財政によって経済・社会生活が破綻状態に追いやられた国々も少なくなかった。これ
らの問題は，いまや先進国たる米英その他の国々でも政治や社会を揺さぶり，持続不可能な状況
・・
に陥っているように見える。他方で，とりわけ2001年12月の世界貿易機関（WorldTradeOr-
ganization：WTO）加盟を経て世界の工場として勃興した中国は，社会主義市場経済という特
有な経済システムと非民主的な政治体制ながらも，いまや世界第2位の経済大国，世界第1位の
貿易大国にまで浮上した（2）。中国の勃興は，様々な意味合いで用いられているものの，非「ワシ
ントン・コンセンサス」として「北京コンセンサス」という言葉を生みだすまでになった。しか
し，「北京コンセンサス」は画一的な「ワシントン・コンセンサス」以外の選択肢を提示するこ
とで世界に楔を打ち込んだものの，民主主義や人権などが経済成長に対して軽視される傾向にあ
るなど，これからの普遍的な開発モデルとしては限界があると考えられる。
そこで提示したいのが，「ワシントン・コンセンサス」や「北京コンセンサス」を超えた開発
パラダイムとしての「アジア・コンセンサス」である。それは，とりわけ20世紀最後の四半世
紀に，長期間にわたって比較的平等な所得分配をともなう高成長を遂げ，今世紀に入ってからも
世界の成長センターとしての役割が期待される東アジア経済の経験を念頭に置いている。現在い
くつかの次元で東アジアの地域経済協力（広域経済連携）が推進されているが，多様性を認め合
いながら共生する「建設共同体」，「開発共同体」作りに向けて，積極的な取り組みが期待される。
その際，モノや資本の移動について自由化度が高いことが必ずしも「質の高い統合」となるわけ
ではなく，各国に対して開発政策を「選択する自由」を保証することのほうが，むしろ本質的に
は「質の高い統合」となるはずである。「自由」と「保護」という場合，前者にはプラス，後者
にはマイナスのイメージがつきまとうが，現実には「自由」と言われるものが多様性を否定し，
選択肢を限定し，様々な権利や希少性の「保護」を認めないことも少なくない。本稿では，モノ
や資本の移動の自由よりも，人間の自由に重きを置くために，多様性を尊重し，「選択の自由」
を保証する「アジア・コンセンサス」なる概念の提示を試みたい。
『明大商学論叢』第99巻第3・4号38 （152）
（2） 国際通貨基金（InternationalMonetaryFund：IMF）によれば，中国が国内総生産額（grossdo-
mesticproduct：GDP）で初めて日本を抜いて世界第2位となったのは2010年であったが，その後の
統計上の修正によって，現在の統計ではそれが起こったのは2009年となっている。たとえば，IMF
（2016）を参照。ただし，以下本稿では，その逆転が伝えられた最初のインパクトの大きさを鑑みて，
それが2010年であったとして扱うことにする。また，WTOによれば，貿易総額で中国が米国を抜い
て初めて世界一になったのは2013年である。WTO（2014）p.10,を参照のこと。
1．「・自由放任の終焉・の終焉」の終焉？
第一次世界大戦により若干の修正はあったものの，「見えざる手」を信奉する個人主義と自由
放任に基づく90年前の英国において，周知のようにJ.M.ケインズは『自由放任の終焉』（1926
年）という小冊子を発表した。そのなかでケインズは，「曲が新しく変わってもそれに合わせて
踊ろうとさえしなくなった」人々に対して次のように喚起を促した。すなわち，「世界は，私的
利害と社会的利害とがつねに一致するように天上から統治されているわけではない。世界は，現
・・
実のうえでも，両者が一致するように，この地上で管理されているわけでもない。……中略……
・・
今日の経済学者たちに課されている主要な問題は，おそらく，政府のなすべきことと，政府のな
・・・・・・ ・
すべからざることとを改めて区別し直すことであろう」（3）（傍点は原文通り）と。そのわずか数
・・・・・・・・
年後には，米ウォール街の株価暴落に端を発して資本主義最大の危機である世界大恐慌が始まる
が，それへの対応として政府の役割が見直されるようになり，米国では公共事業などを含む市場
介入政策であるニュー・ディール（NewDeal）が実行された。戦後になると，ケインズ型の介
入主義的な経済政策がむしろ一般的となり，自由市場経済を基礎とする資本主義諸国においても
経済活動に占める政府の役割は大きなものになっていった。
ところが，政府の介入分野がしだいに広がり，その分だけ膨大な費用が必要になると，財政の
拡張＝租税負担の増大が不可避となった。そのような状況に「自由」を掲げて疑問を呈したのが，
小さな政府を提唱して新自由主義の経済思想を確立するM.フリードマンであった。すなわち，
「政府による介入の拡大は，われわれの人間としての自由を，いまや大幅に制限するようになっ
た。……中略……経済的自由の本質的な部分は，自分の所得をどう使うか，そのどれだけを自分
自身のためにどんなやり方で使うか，そのどれだけをどんな形で貯蓄するか，そのどれだけを誰
に与えるか などを『選択する自由』だ。今日のアメリカでは，われわれの所得の40％以上
がわれわれに代わって，連邦政府，州政府，その他の地方政府等の政府によって使われてしまう
ようになっている」（4）と。フリードマンによれば，このような大きな政府が自由を制限するのに
対して，市場メカニズムは「服従を求めることなしに全員一致を成り立たせる」（5）ことができる
ので，人々の「選択する自由」，延いては多様性を広く受け入れることが可能となる。その実現
のためには，過剰となった政府の役割の縮小が必要とされ，1970年代末～1980年代初頭の英米
において，新自由主義改革（新保守主義革命）が実行されることになった。折しも，市場メカニ
ズムを廃した社会主義計画経済体制がその非効率性のために破綻しつつあったこともあり，市場
重視の新自由主義という思想が正当化されやすい状況にあった。これらの結果，およそ1世紀前
のケインズ以前のように再び小さな政府が指向されるに至り，世界は「・自由放任の終焉・の終
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（3） ケインズ（1971）133,151152頁。
（4） M.フリードマン&R.フリードマン（2002）172174頁。
（5） M.フリードマン（1975）25頁。
焉」（6）を迎えることになったのである。
東西冷戦の西側の「勝利」が明らかとなった1989年，F.フクヤマは「歴史の終わり？」のな
かで，「リベラルな民主主義（liberaldemocracy）」が人類の最終的な統治形態になるかもしれ
ないと指摘したが（7），それを象徴する経済思想が新自由主義であった。当時はグローバリゼーショ
ンという言葉が人口に膾炙する時期であったが（8），財・サービス，マネー，そして人などの移動
に限られず，情報，技術，さらに文化や価値観までもが，国境を越えて地球規模で動き回るよう
になっていた。そうしたなか，市場メカニズムの働きを重視する新自由主義が，普遍的な経済思
想として急速にグローバル化したのであった。市場の働きを妨げる政府の経済介入は「非効率」
とみなされ，経済成長や生産性向上のためには，自由化・民営化・規制緩和が不可欠と考えられ
るようになった。そのうえ，政府の経済介入は，前述のように個人の「選択する自由」を制限す
るだけでなく，公平な競争環境を歪めることにもつながるので，単に「非効率」なだけではなく
「不公正」な行為とさえみなされるようになった。
新自由主義のグローバル化を推進したのは西側の盟主として冷戦に勝利した米国であり，その
浸透に貢献したのが米国の息のかかる国際機関，すなわちIMFや世界銀行であった。たとえば，
IMFや世銀は，1980年代に深刻な累積債務危機に直面したラテン・アメリカ諸国に対して，救
済融資や構造調整融資に伴う付帯条件（conditionality：コンディショナリティ）として，新自
由主義的な価値観に基づき，介入主義的な保護・育成政策の放棄と市場重視の一連の経済改革を
要求した。これらの処方箋はやがて「ワシントン・コンセンサス」（9）と呼ばれるようになるが，
普遍的な政策基準として危機や停滞に陥った他の発展途上諸国にも適用され，世界各地における
新自由主義的改革＝市場経済化を牽引する役割を担うことになった。つまり，小さな政府のもと，
市場メカニズムに全幅の信頼を置き，それを十分に機能させるために自由化・民営化・規制緩和
などを実施することが経済成長につながるという共通認識である。また，冷戦の終焉は市場を排
『明大商学論叢』第99巻第3・4号40 （154）
（6） 宮崎義一による。すなわち，「トランスナショナルな経済的枠組の内部においては，各種の規制を大
幅に緩和し，将来広域経済圏の中で強力な統一的な公正取引委員会が確立されるまで，1930年代に一
度強烈な幻滅を味わったことのある規制のない弱肉強食への道を再び歩み出そうとするものであろう。
いわばメガコンペティションという名称をもつポスト冷戦下における ・自由放任の終焉・の終焉であろ
う」。宮崎（1997）36頁。
（7） Fukuyama（1989）.
（8）「グローバルリゼーション」あるいは「グローバル化」という言葉が日本の新聞紙上で初めて登場し
たのは1980年代中頃で，頻繁に見られるようになるのは80年代後半以降である。小林（2009a）4頁。
（9）「ワシントン・コンセンサス」とは，もともと1989年にJ.ウィリアムソンが提示したもので，当時
のラテン・アメリカで着手され始めた10項目の政策改革アジェンダである。具体的には，ワシントン
DCにあるシンクタンク，国際経済研究所（現ピーターソン国際経済研究所）がラテン・アメリカ10
カ国から研究者を招いて開催した国際会議でウィリアムソンが提示したバックグラウンド・ペーパーに
由来している。その中身は，①財政規律，②公共支出の優先順位の見直し，③税制改革，④金利の自由
化，⑤競争的な為替レート，⑥貿易自由化，⑦対内直接投資の自由化，⑧民営化，⑨規制緩和，⑩財産
権，で構成されている。1990年代になると，「ワシントン・コンセンサス」は新自由主義的な処方箋と
同義とみなされるようになり，ワシントンDCにある米国政府機関，そしてIMF,世界銀行，および米
州開発銀行などの国際機関が集団的に追求する政策パッケージとみなされるようになるのである。
Wiliamson（2003）pp.1011.
除した計画経済の破綻，すなわち市場メカニズムの有効性を証明するものと解釈されたことから，
旧社会主義諸国の経済改革プログラムも「ワシントン・コンセンサス」に沿った内容となった。
そのうえ，もともと自由市場経済に基づいていた元来の資本主義諸国においても，新自由主義の
影響でより一層の自由化・民営化・規制緩和が実施された。こうして世界各地で「・自由放任の
終焉・の終焉」が引き起こされるが，これらは米国的な企業行動と経済システムをグローバル規
模に拡大し，米国企業にとって障壁のない水平な競技場を世界に作り出すためのアメリカン・グ
ローバリズムの体現でもあった（10）。かつてK.マルクスとF.エンゲルスは，「ブルジョアジーは，
自分の姿に似せて1つの世界をつくりだす」（11）という有名な言葉を残したが，米国の主導で1つ
の新自由主義経済の世界が形成されたのである。
「ワシントン・コンセンサス」は教条主義的であるが，その優越性を世界に浸透させることが
米国にとっての正義でもあり使命でもあった。F.フクヤマが宣言したとおり，新自由主義は最
終的な勝利を収めたかのように自信にれ，現実の米国のマクロ経済も冷戦後はまずまずの実績
を残していた。1990年代中頃になると，米国では資本主義経済の不安定性・無政府性の象徴で
あった「景気循環」の終焉も取り沙汰されるようになった。情報技術（informationtechnol-
ogy:IT）の発達，生産のグローバル化，グローバル・ファイナンスの拡大，サービス業の拡大
（製造業からのシフト），あるいは雇用の柔軟性の高まり（非正規雇用の拡大）等々の要因が，先
進諸国における景気循環の波を緩和し，ニュー・エコノミーの時代が到来したともてはやされ
た（12）。その後，米国におけるITバブルやドット・コム・バブルの崩壊，さらには不正会計処理
問題の続発もあって，ニュー・エコノミー論そのものは衰退するが，今世紀に入ってもB.バー
ナンキが「大いなる安定（TheGreatModeration）」と賞賛したように，2000年代中頃までの
20年間ほど，歴史的に見ても安定した物価水準や経済成長が実現されていた（13）。
しかし，歴史は終わっていなかったようである。イラク戦争に伴い米国への国際的信頼が揺ら
ぐなかで，2007年夏になると，サブプライム・ローン問題を発端として，米国主導の新自由主
義的な資本主義が深刻な危機に直面することになった。2008年3月のベア・スターンズの大型
救済，同年9月のリーマン・ブラザーズの破綻（リーマン・ショック），2009年6月のGMの
・GovernmentMotor化・（国有化）等々，新自由主義の本丸である米国で歴史的な出来事が続
発した。自由市場は無秩序な状況を引き起こしうること，市場の自己治癒力には限界があること，
それに任せていては社会的損失が計り知れなくなる恐れがあることが，広く認識されるようになっ
た。すべての答えや方法が盛り込まれていたはずの「ワシントン・コンセンサス」という教義は，
その権威を失墜させることになった。とりわけリーマン・ショックの衝撃は，米国の「・一極支
配のひと時・の終焉（theendofthe・unipolarmoment・）」（14）を決定的に印象づけた。小さな
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（10） 中本（2007）8頁。
（11） マルクス&エンゲルス（1960）480頁。
（12） たとえば，Weber（1997）.
（13） Bernanke（2004）.
（14） Rachman（2010）.
政府，規制緩和，私的財産制，そして低課税率などを重要視する自由市場モデル，新自由主義モ
デルは危機にさらされることになった。世界は再び行き過ぎた自由放任を問い直す必要性に迫ら
れている。いわば，「歴史の終わり」が終焉を迎えたのである。
2．「北京コンセンサス」の意義
リーマン・ショックによる世界大恐慌以来の危機に世界中が戦々恐々とするなかで，総額4兆
元（当時約57兆円）もの景気対策を投じて世界経済を下支えしたのが中国であった（15）。2010年
に日本を抜いて世界第2位の経済大国に浮上した中国は，いまや世界一の貿易大国（危機後の
2013年以降），世界一の経常収支黒字国，世界一の外貨準備国，そして世界一の自動車・携帯電
話大国など，そのプレゼンスの高まりを示す事例は枚挙に暇がない。2014年には米国向けの大
幅減（巨額の投資引き上げ）もあり，初めて世界一の直接投資受入国にもなった（16）。依然とし
て国民1人当たりでは中所得国の水準にとどまるものの，先進国経済が100年に一度の大不況に
陥っている時期に世界経済を牽引したこともあって，中国は日本を追い越したというだけでなく，
世界一の米国に急迫していることが強く印象づけられた。
米国に迫る中国のプレゼンスの高まりは，すでにリーマン・ショック前から「ワシントン・コ
ンセンサス」に対峙する「北京コンセンサス」という概念を生みだしていた。そしてリーマン・
ショックに伴う「ワシントン・コンセンサス」の権威の失墜は，非欧米的なやり方で躍進した中
・・・・・
国モデルの是非あるいはその影響力をめぐって，さらに多くの議論を巻き起こすことになった。
「北京コンセンサス」は，国家資本主義的なやり方で勃興した中国の特色を描写したもので，い
くつかの点で「ワシントン・コンセンサス」と対照的な特徴を持っている。とはいえ，それが北
京＝中国政府の共通認識というわけではないことには注意する必要がある。あくまで外部の研究
者・機関からみた中国理解であり，様々なニュアンスで使用され，確たる定義もなく，そしてもっ
とも肝心なことであるが，それを中国自身が推奨しているわけでもない。
また，「ワシントン・コンセンサス」は，10項目の政策改革アジェンダが挙げられるように，
「コンセンサス」と呼ぶにふさわしい具体性を備えているのに対して，「北京コンセンサス」の場
合は，「コンセンサス」とは言っても政策基準などについて具体的な共通認識があるわけではな
い。ただ，中国が民主主義と自由市場という欧米における普遍的価値を伴わない一党独裁下の介
入モデルであるという認識は共通しており，むしろネガティブに捉えられることも多い。天児慧
は，「北京コンセンサス」の定着，広がりについて以下のような疑問を示している。すなわち，
「第一に，『北京コンセンサス』といわれる中身が，経済の発展・維持を優先し，そのために民主
主義を問わない政治安定枠組みを重視するとするなら，それはすでに発展した国々には何の魅力
も感じないもので，普遍的価値を持たない。第二に，中国の政治を犠牲にした経済のアンバラン
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（15） 清水（2008）。
（16） 日本貿易振興機構（2015）21頁。
スな発展は今や中国内に腐敗や極端な格差，人権無視の深刻な矛盾を引き起こしており，発展途
上国においてさえ適用するにふさわしいモデルかどうか疑問が残る。そして第三に，中国自身が
このように経済発展，大国化を通して何を価値的に目指しているのかが見えてこない，つまり
『北京コンセンサスの目標が見えない』ということである」（17）と。
その一方で，「北京コンセンサス」は教条主義的な性格の「ワシントン・コンセンサス」とは
異なり，発展途上国の選択肢を増やすことで，政策上の自由を拡大させている側面も指摘されて
いる。「北京コンセンサス」という言葉の生みの親であるJ.C.ラモによれば，「米国が自国の利
益を守るために設計された一方的政策を追求しているのに対して，中国は多くの国際問題の重要
分野において米国を弱体化させ，その覇権的行動が難しくなる環境を構築している」（18）と主張し
ている。それによって，中国は世界各地の国々，すなわち，真の独立を目指し，米国の一極支配
下で自らの生活様式や政治的選択余地を守るためにどのように国際秩序に対峙するのかを模索し
ている国々に対して，1つの方法を示しているという。そして，「何でも知っているという態度
で評判の悪いワシントン・コンセンサス」が，「歴史の終わり」という高慢さの証であったのに
対して，「北京コンセンサス」は「教義としては分類できないほど柔軟で，すべての状況に対す
る均一の解決策を信じるものではない」という（19）。「ワシントン・コンセンサス」が同意を要求
するのに対して，「北京コンセンサス」は同意を求めるわけではなく，むしろ内政不干渉をその
特徴としている。その結果として，かつて冷戦下で，後述するように「第一のアメリカ帝国」が
政策選択の自由を認めたように，「北京コンセンサス」の台頭は世界各国に「選択する自由」を
もたらすことが期待されるのである。
前述のように，もともと「ワシントン・コンセンサス」が基礎とする新自由主義は，市場重視
と小さな政府を指向することによって，戦後のケインズ的な大きな政府から「選択する自由」を
回復することを目指すものであった。ところが皮肉なことに，国際経済秩序においては，新自由
・・・・・・
主義の台頭がむしろ多くの国々の「選択する自由」を制限する結果となったのである。A.アム
・・・・・・
スデンは，戦後パックス・アメリカーナ期を「第一のアメリカ帝国の時代（1950～1980年）」と
「第二のアメリカ帝国の時代（1980年以降）」とに分類し，前者の時代は「資本主義陣営にとど
まるかぎり，自由市場の規範から逸脱し，自らの洞察にしたがって転換を図り，独自の政策をま
とめることができた」と指摘している。つまり，冷戦体制のもと，「第一のアメリカ帝国」は第
三世界に互恵主義の遵守を求めなかったので，「第三世界は近代史上最大の自由を獲得し，成長
を加速」させることができたのであった（20）。ところが，米国は「第一のアメリカ帝国の時代」
における「汝

の

やりたいようにやれ」という態度から，「第二のアメリカ帝国の時代」には市場
至上の新自由主義のもとで，「わ

れ

ら

の

やり方でやれ」という立場に転換した（傍点は原文通
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（17） 天児（2010）4849頁。
（18） Ramo（2004）p.3.
（19） Ibid.,pp.34.
（20） アムスデン（2011）64頁。
り）（21）。その結果，たとえばIMF・世銀の支援が必要な国々は，個別の特殊性を考慮されること
なく，「ワシントン・コンセンサス」に基づき「すこぶる画一的な内容」（22）の処方箋を与えられ
るようになった。それで成果が上がればまだ良いわけであるが，「すべての国（とくに発展途上
国）で，1960～80年にかけて『悪い』政策を行っていた時のほうが，その後20年間の『良い』
政策を行った時よりもはるかに成長が早かった」（23）と指摘されている。「一

般

的

に

い

っ

て

，独

自

の

政

策

を

決

定

す

る

自

由

が

あ

れ

ば

あ

る

ほ

ど

，い

っ

そ

う

急

速

に

途

上

国

は

成

長

し

た

」（24）（傍点は原文通
り）のである。前述のように，確かに経済成長率や直接投資の流入が増大した発展途上国もあっ
たが，経済・金融の不安定化，所得格差の拡大，労働条件や環境汚染の悪化など，新たな問題を
引き起こされ，コンディショナリティに含まれる緊縮財政政策などは，経済・社会生活を破綻状
態に追いやることも少なくなかった。
政策選択の自由がない要因の1つは，この類の分野が競争的環境にないためである。IMF・世
銀は，いわば圧倒的プレゼンスを誇る独占的な国際金融・開発援助機関として君臨してきた（25）。
1997年のアジア通貨危機の際，日本はタイ，マレーシア，インドネシアなどに請われてアジア
版IMFであるアジア通貨基金（AsianMonetaryFund：AMF）の設立に挑んだが，IMFと
の機能重複，規律の緩みの恐れ，そして東アジアでの影響力低下を恐れた米国やIMF,そして当
時は中国の反対に遭い，早々に断念した経緯がある（26）。それに対して中国は現在，積極的に既
存の国際経済秩序に挑み始めている。S.ハルパーは，「グローバル化が世界を小さくしているよ
うに，中国は西側世界を小さくしつつある」として，「ワシントン・コンセンサス」に投影され
た欧米的な価値観や影響力の広がりを中国が阻んでいると指摘している（27）。実際に，世界一の
貿易黒字が生み出す「チャイナ・マネー」は，その評価は別としても，新自由主義に基づく「ワ
シントン・コンセンサス」の受諾を求めるIMF・世銀を経ずに支援を獲得する機会を生み出し
た。加盟申請中を含めれば加盟国が 80カ国を超える中国主導のアジア・インフラ投資銀行
（AsianInfrastructureInvestmentBank：AIIB）や，同じく中国主導による BRICS5カ国
（ブラジル，ロシア，インド，中国，南アフリカ）の新開発銀行（NewDevelopmentBank：
NDB），そして中国独自のシルクロード基金（SilkRoadFund）なども，かつて日本がAMF
構想で目指したオールタナティブな国際金融秩序の構築と重なるものがある。AIIBは，日本国
内では依然として警戒感もあるようだが，多くの途上国にとっては，選択肢が広がり，多様性が
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（21） 同上書，232頁。
（22） 石川滋（1996）143頁。
（23） チャン（2009）234頁。
（24） アムスデン（2011）234頁。
（25） なお，周知のようにIMF・世銀の議決権は出資比率に応じて配分されるが，ともに重要案件の決議
には85％以上の賛成が必要であり，持分が15％を超える米国は加盟188カ国のなかで唯一拒否権を持
つ状態である。2016年1月に出資比率の見直しが実行され，中国の議決権が第6位から第3位に浮上
するなど改革が一歩進んだが，米国が唯一の拒否権を有していることに変わりはない。「IMF,資本増
強が発効」『日本経済新聞』2016年1月29日。
（26） 国際通貨研究所（2002）152頁。
（27） ハルパー（2011）24頁。
認められるならば歓迎すべきことであろう。
以上のように，「北京コンセンサス」は，政策可能性という観点から見れば，新自由主義に基
づく「ワシントン・コンセンサス」と比べて，各国政府の「選択する自由」を拡大する側面があ
る。つまり，非欧米的なものを含む多様な価値観を許容し，選択肢を広げることで，強者の論理，
強者の都合を拒否する権利を与えてくれるのである。本来，人々の生活を豊かにするために効率
性が追求され，その手段として市場メカニズムが重視されたはずであった。ところが手段の目的
化が生じ，個別の事情は軽視・無視されたまま，自由化，民営化，規制緩和を実行しさえすれば
豊かな生活が約束されるかのような「神話」が生まれてきた。それに対して中国は，プラグマティッ
クな対案を示しているようにも思える。頻繁に引用される中国的プラグマティズムの表現を使え
ば，黒猫だろうが白猫だろうがネズミを捕らえる猫が良い猫なのであって，ネズミを捕らえなく
ても黒猫が良いというのは主観に過ぎないのである。
とはいえ，天児も指摘していたように，「北京コンセンサス」を手放しで歓迎できるかと言え
ばそうではない。中国で顕在化する格差の拡大や汚職問題，依然として続く様々な自由の制限な
ど，国内で抱える未解決の課題がいつまでも容認されるものではない（28）。世界各国に「選択す
る自由」をもたらすことができても，それが「国内の自由を制限することの自由」であってはむ
しろ害悪のほうが大きくなり，世界のコンセンサスにはなり得ない。中国政府自身も，そのこと
は短期的あるいは中長期的に改善しなければならない課題として認識している。
とりわけ格差問題は，「ワシントン・コンセンサス」が権威を失墜した根本的要因の1つと言っ
ても過言ではない（29）。英国が国民投票によってEUからの離脱（Brexit）を選択したり，「米国
第一主義」を唱えるD.トランプ氏が劇的な勝利を収めたりしたのも，現状に対する不満の蓄積
がその要因とされている。とりわけ，両国における中間層の不満を説明するものとして，図1は
一助になるとされている。図の横軸は，世界の所得順位で低所得者から高所得者まで並べたもの
で，右になるほど所得が高いことを示している。縦軸は，1998～2008年の20年間における実質
所得の変化率を％で示したもので，これが高いほど，この間に実質所得が増大したことを意味し
ている。Aは所得の中央値，Bは上位20％に位置する階層，Cは最も豊かな1％を示している。
この図によると，最も豊かな1％（先進国の富裕層に該当する）と，下位40～70％あたりの人々
（中国など新興経済の人々）の所得増加率が最も高くなっているのに対して，先進国の中・低所
得層に該当する上位10～20％程度の階層はほとんど所得が増えなかった。言い換えれば，グロー
バル化が進展したこの時期に，新興経済の人々や最富裕層はその所得が著しく増大したのに対し
て，英米など先進国における中間層は停滞し，結果として上位層との格差が広がる一方で，下位
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（28） たとえば北京大学の姚洋は「北京コンセンサスの終焉」と題する論考において，将来的に「中国共産
党が経済成長の奨励と社会的安定の維持を望むならば，より大幅な民主化以外の選択肢はない」と指摘
している。Yang（2010）.
（29） 現在の世界の政治・経済的，社会的混乱，すなわち，欧州における移民問題，米大統領選における異
色候補の躍進とトランプ大統領の誕生，あるいはIS（イスラム国）の活動などが反映するのも，格差
の問題であると言われている。
層からの急速な追い上げを目の当たりにしていたのである。
とりわけ近年における最富裕層の資産の伸びは著しい状況にあることが指摘されている。2016
年1月に英国のNGO（Non-governmentalOrganization：非政府組織）であるオックスファム・
インターナショナルは，『最も豊かな1％のための経済（AnEconomyforthe1％）』という報
告書のなかで，「世界で最も裕福な62人が保有する資産は，世界の貧しい半分（36億人）が所
有する総資産に匹敵する」と発表した。しかもこの数字は，「わずか5年前の2010年には388人
であった」というのだから，格差拡大のペースは驚くべきものである（30）。さらに今年1月には，
新たに『99％のための経済（AnEconomyforthe99％）』という報告書が発表されたが，その
なかでは「富める者と貧しい者の間の格差は，これまで考えられていたよりも大きく，世界で最
も豊かな8人が世界の貧しい半分の36億人に匹敵する資産を所有している」ことが明らかにさ
れたのである（31）。
S.ジョージは，「ダボス階級」という現代の支配者階級の利益のために，新自由主義のグロー
バル化が進められてきたと非難している。「ダボス階級」は，「メンバーの紳士的振る舞いと仕立
てのいい服とは裏腹に，強奪者」であり，「すべては自分のために，何1つ他人には与えない」
1％の人々である（32）。本来的に「北京コンセンサス」の優れているところは，欧米的なもの以外
の価値観を許容し，選択肢を広げることによって，グローバルな格差を生み出してきた強者の論
理，強者の都合が押しつけられることを回避する道をわずかでも開いたことである。その世界が
『明大商学論叢』第99巻第3・4号46 （160）
図1 グローバル化の象
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（30） オックスファム・ジャパン（2016）。
（31） オックスファム・ジャパン（2017）。
（32） ジョージ（2011）8,10頁。
格差に沈んでいては元も子もないであろう。AIIBについても，インフラ建設に対する融資の際
に，自然や環境の保護を優先し，非自発的住民移転を回避するなど，既存の国際機関が過去に高
い代償を払って構築してきた環境的・社会的基準を遵守するように努めなければならない。「選
択する自由」は，これらを踏まえたうえで拡大されることによって，初めて歓迎されるものにな
るのである。
3．東アジア地域経済協力の意義
ある国の経済学・経済思想が広く注目を集めるか否かは，その国の経済の興隆と無関係ではな
い（33）。実際，英国経済が世界の中心であった時にはおもに英国の経済学・経済思想が正統派の
地位にあったし，米国経済が中心の時代には米国のそれが正統となった。20世紀が米国の世紀
であったように21世紀はアジアの世紀になる可能性も指摘されているが（34），そうだとすれば，
今後「ワシントン・コンセンサス」に代わる新たなコンセンサスがアジアから生まれたとしても
歴史的に決して不思議なことではないであろう。これまでアジア的なものは，時代遅れとみなさ
れたり，欧米的なものへと克服されていくべきと捉えられたりする傾向があった。また，東アジ
アで中国が勃興してくるにつれて，日本では脅威論が高まり，価値観の共有が否定されることも
多かった（35）。ただし他方で，様々な視点から，東アジアに固有な価値や規範というものを積極
的に認める声も少なからず挙がっているのが事実である（36）。
アジア通貨危機の際に藤村幸義は，その本質的な要因として，「アジア各国・地域が高度成長
の繁栄にうつつを抜かし，自分たちに最適な『アジア型市場経済』の形成努力を怠ってきたこと」
および「世界経済の新しい変化，すなわち市場経済の輪が大きく広がり，これまでと違ったプレ
イヤーが参入してきているにもかかわらず，先進諸国，とりわけ米国が従来のグローバル・スタ
ンダードに固執し，柔軟な対応を怠った」ことを挙げていた（37）。今日の東アジアにおける地域
経済協力がアジア通貨危機を契機として急速に進展した背景には，「ワシントン・コンセンサス」
に対する反論・違和感という「コンセンサス」があった。言い換えれば，それはいわば不明瞭な
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（33） 伊東（2016）19頁。
（34） Rachman（2010）.また，アジア開発銀行は，約束されたことではないものの，必要な行動と政策を
採ることで「中所得国の罠」を回避できれば，「アジアの世紀」を実現できると報告している。Kohli,
SharmaandSood（2011）.
（35） これらについては，小林（2009c）292293頁，を参照のこと。
（36） たとえば喬林生は東アジア共同体に関連して，「欧米文化が全世界を風靡している現在，二一世紀に
むけて，いかに東アジア地域における固有な伝統的文化の価値を再認識し，自国の現代文化の特徴を発
揚するかということは，各国が直面している共同の課題であると思われる」と指摘する。喬林生
（2015）76頁。また，大庭三枝は南シナ海問題に関連して，「東アジアのあるべき『かたち』を考える
際も，国際社会における規範やルールとの整合性を図る必要性があるだろう。ただ，それで十分なのだ
ろうか。東アジアは，他の地域や国際社会に対して閉じること無く，普遍的規範やルールと整合的な我々
自身の規範やルールに基づく秩序を模索する必要はないのだろうか」と指摘している。大庭（2016）24
頁。
（37） 藤村（1998）i頁，215頁。
「アジア・コンセンサス」のもとで胎動したのである。以下では，これまでの変遷を中心に概観
し，考察を加えたい。
外向きの輸出主導型成長を遂げてきた東アジアでは，域内に密接な貿易・投資関係が構築され，
事実上の経済統合が進んできた。しかし，地理的に純粋な東アジアという枠組みで，つまり米国
を含まずに中国を含むような構成メンバーで，地域経済協力が進められることは，1990年代末
まで皆無であった（38）。それが動き出すのは1997年のアジア通貨危機以降のことであり（39），その
中心となったのが，東南アジア諸国連合（AssociationofSoutheastAsianNations：ASEAN）
に日本，中国，韓国の3カ国を加えたASEAN＋3であった。これはもともと，ASEAN結成30
周年を記念して，日中韓首脳がASEAN首脳会議へ招待されたことに端を発するものである。
それが折しも危機の真っ直中での開催となり，東アジアの開発モデルが米国やIMFから「仲間
うち（crony）資本主義」として批判されるなか，地域経済協力の強化で団結したのであった。
翌98年12月には首脳会議が再度開催され，翌年以降の定例化で合意するとともに，地域経済協
力の可能性と方策について民間有識者が協議する東アジア・ビジョン・グループ（EastAsia
VisionGroup：EAVG）が設置された。翌99年11月の首脳会議では，東アジア首脳による史
上初の公式声明である「東アジアにおける協力に関する共同声明」が採択された。協力を確実に
実行するため，ASEAN＋3関係閣僚会議を開催していくことも合意され，たとえば2000年5月
開催の財務相会議では，通貨危機の再発防止に向けた通貨スワップ協定（チェンマイ・イニシア
ティブ）で合意するなど，地域協力の進展に大きな成果が見られた。2001年11月の首脳会議で
はEAVGの報告書が提出され，そのなかで「地域内すべての人々の十全な発展に基づく，平和・
繁栄・進歩の東アジア・コミュニティ（EastAsiancommunity）」を創設するための22項目の
提言がなされた。その実行可能性を検討するため，各国政府高官からなる東アジア・スタディ・
グループ（EastAsiaStudyGroup：EASG）が新たに形成され，東アジア自由貿易地域（East
AsiaFreeTradeArea：EAFTA）や東アジア首脳会議（EastAsiaSummit：EAS）の設置が
検討されたのである。
このような東アジアの地域主義を呼び起こしたのは，通貨危機に伴う深刻な金融・経済危機と
いう辛い経験の共有と，危機の際の米国やIMFの冷たい反応が背景にあった。そして，自らが
歩んできた成長の道を否定する「ワシントン・コンセンサス」や，それを推進する「ウォール街―
『明大商学論叢』第99巻第3・4号48 （162）
（38） 東アジア地域経済協力の変遷については，小林（2009b）を参照のこと。
（39） なお周知のように，構想レベルでは最初の事例として東アジア経済協議体（EastAsiaEconomic
Caucus:EAEC）を挙げることができる。EAECは，1990年12月にマレーシアのマハティール首相
（当時）が欧州統合やNAFTA構想に対抗すべく提起した東アジア貿易ブロック構想に始まる。それは
閉鎖的すぎるとして，シンガポールが提示した3条件（①GATTの原則に合致し，②APECと併存し，
③ASEANを補完する）を満たす東アジア経済グループ（EastAsiaEconomicGroup:EAEG）構想
へと変更されるが，米国の反対を前に日本が消極的であったため，さらに緩やかな協議体であるEAEC
へと修正されたのであった。それでも米国は，「太平洋を分断し，日米関係を悪化させる」として日本
に自粛を求め，日本も慎重姿勢を崩さなかったため，EAECが実現することはなかった。同上書，72
73頁。
米財務省―IMF複合体」（40）に対する反発でもあった。戦後，多くの発展途上国が停滞に苦しむ
なか，東アジアでは日本に続いて韓国，台湾，香港，およびシンガポールのいわゆる新興工業経
済（NewlyIndustrializingEconomies：NIEs）が，そしてASEANのタイ，マレーシア，イ
ンドネシアが，さらに社会主義国である中国やベトナムまでもが，輸出主導の高成長を果たして
世界から羨望の眼差しを集めるようになっていた。これらの諸国・地域は，資本や技術に加え，
市場までも海外に求めた歴史的特徴を持つが（41），「ワシントン・コンセンサス」が推奨するよう
な新自由主義的な自由化モデルを採用したわけではなかった。1980年代に多くの発展途上国が
累積債務危機に陥るなかで奇跡的な成長を続けた韓国と台湾の場合，その高度成長期に「ワシン
トン・コンセンサス」の政策基準を満たしていたのかと言えば，そうではなかった。
表1から明らかなように，「韓国や台湾がもっとも着実に正統的な方針に従っていたのは，保
守的な財政政策と競争的な為替レートを維持したこと」であり，両経済の長期的なマクロ経済の
安定を維持する能力を示しているが，「ミクロ経済的介入の領域においては，彼らの経験は正統
的な方針からは逸脱したものであった」のである（42）。だからこそ米国は，1980年代に日本や
NIEsとの間で多発した貿易摩擦において，東アジアの介入主義的・保護主義的な政策を不公正
であると非難し，一方主義的な経済制裁を示唆したり，実行したりしたのである。
そもそも，1970年代までのいわゆるブレトンウッズ体制下では，発展途上国は自分たちが望
む貿易政策を自由に実施することが可能であった（43）。ブレトンウッズ体制は，世界大恐慌期の
新しい開発パラダイムを求めて 49（163）
（40）「ウォール街―米財務省―IMF複合体」については，WadeandVeneroso（1998）およびBhagwati
（1998）を参照のこと。
（41） 平川（1997）20頁。
（42） Rodrik（1996）p.17.
（43） Rodrik（2011）p.73.
表1「ワシントン・コンセンサス」と韓国・台湾
ワシントン・コンセンサスの構成要素 韓 国 台 湾
1．財政規律 大体において〇 〇
2．健康・教育・インフラを優先した
公共投資
〇 〇
3．税基盤拡大，限界税率の削減を含
む税制改革
大体において〇 〇
4．単一で競争的な為替レート 限られた期間を除いて〇 〇
5．財産権の保障 1961年，朴正煕大統領の統治
は主要な実業家の逮捕や資産没
収によって開始された
〇
6．規制緩和 限定されていた 限定されていた
7．貿易自由化 1980年代まで限定されていた 1980年代まで限定されていた
8．民営化 1950,60年代，政府は多くの公
企業を設立
1950,60年代，政府は多くの公
企業を設立
9．海外直接投資への障壁削除 直接投資は厳しく制限された 政府のコントロール下にあった
10．金融自由化 1980年代まで限定されていた 1980年代まで限定されていた
出所：Rodrik（1996）p.17.
経済ナショナリズムが引き起こした悲劇に対する反省から構築された多国間主義に基づく秩序で
あったが，「埋め込まれた自由主義」とも呼ばれるように，戦前の「金本位制と自由貿易という
レッセフェール的な自由主義とは異なり」，それは「現代資本主義国家の介入主義的政策」（44）を
基礎とした。つまり，ブレトンウッズ体制は，「活発な世界貿易を確保するために十分な国際規
律と貿易自由化の推進は許容されているものの，国内の社会的・経済的必要性に応えるための十
分な余地を各政府に与えるものであった」（45）。保護主義的な政策もむしろ一般的で，独自の政策
を遂行できる自由が認められていたのである。
それを変えたのが1970年代末～80年代初頭における新自由主義の台頭であり，とりわけ実験
場とされたのが発展途上国であった。戦後長期にわたって市場の失敗や政府の役割が重視され，
自由市場の採用が疑問視されていた発展途上国に対して，前述のようにIMF・世銀は融資のコ
ンディショナリティを通じて自由化・民営化・規制緩和などを要求し，新自由主義を適用させ
た（46）。大部分の東アジア諸国・地域の場合，1980年代にも深刻な累積債務危機を回避し，景気
の波はあったにせよ比較的順調な経済パフォーマンスを示していた。そのためコンディショナリ
ティを強いられることも少なく，相対的に自由な政策選択の余地が残されていた。ところが
1980年代末になると，意外な方面から政府の縮小と市場メカニズムの重視を迫られることになっ
た。急速な円高の進行もあって，日本は1989年に政府開発援助（officialdevelopmentassis-
tance：ODA）供与額で世界一となるが，同年に世界銀行が日本の発展途上国に対する政策金融
借款について，市場の働きを歪めるものとして差し控えるよう要請してきたのである（47）。これ
を契機として，世界銀行は日本の大蔵省（現財務省）の要請と資金提供のもと，東アジアの経済
成長と政府の役割に関する政策研究レポートを作成することになった。こうして1993年に発表
された報告書が，TheEastAsianMiracle（『東アジアの奇跡』，以下『奇跡』）である。
『奇跡』の論点は「市場 対 国家」であり，経済政策の是非をめぐる攻防を反映することになっ
た。その結論を一言でいえば，政府は無実が証明されなかったのでクロであり，市場は有罪が証
・・
明されなかったのでシロということである。有能な官僚集団による産業政策などの選択的介入に
・・
自負がある東アジアにとって，この結論は承服しがたいものであった。しかし，ラテン・アメリ
カ諸国における輸入代替工業化の挫折やソ連・東欧諸国の社会主義経済の崩壊もあって，市場重
視は「ワシントン・コンセンサス」として開発の基礎的要件となった。世界銀行は『奇跡』のな
かで，東アジアにおける「経験の多様性，制度の多様性，および政策上の大きな変動性から，平
等を伴った急速な成長に関して東アジア・モデルなるものが存在しないことを知った」（48）と指摘
し，この世界における多様性の存在ということを明らかにしている。しかしながら，自らが書く
処方箋は極めて画一的なものとなり，新自由主義の教義に基づいて各国・地域の環境や制度，文
『明大商学論叢』第99巻第3・4号50 （164）
（44） ラギー（2009）60頁。
（45） Rodrik（2011）p.69.
（46） スティグリッツ（2002）3034頁。
（47） 世界銀行（1994）391頁。「監訳者あとがき」を参照。
（48） WorldBank（1993）p.366.
化，その他の多様性を考慮に入れるものではなかったのである。
アジア通貨危機の発生時には，東アジアとIMF・米国との間で確執が生まれた（49）。通貨危機
は1997年7月にタイ・バーツの管理フロート制移行を契機としたが，8月には東京でタイ支援
国会合が開催され，IMFによる支援に加え，日本などの近隣諸国も二国間支援を約束した。後
者の二国間支援にも「ワシントン・コンセンサス」に基づくIMFのコンディショナリティが適
用されたが，その内容は1セントも拠出しない米国の趣意に沿ったもので，ドナーである東アジ
ア諸国・地域の本意とは沿わない内容であった。その不合理性から，タイやマレーシア，そして
インドネシアがアジアの共同基金作りを日本に要請し，9月に日本はAMF構想を正式に表明し
たのであった。いわば，東アジアの東アジアによる東アジアのための基金作りであった。ただし
前述のように，AMFは米国やIMFの強硬な反対で11月には早々に断念され，それに代わり同
月にはIMFの規律下で「マニラ・フレームワーク」が構築されたのである。
しかし翌98年10月になると，日本は韓国，インドネシア，マレーシア，フィリピン，タイの
5カ国向けに総額300億ドルの資金支援スキームである「新宮澤構想」を発表した。この98年
10月というタイミングは，同年夏のロシア危機によって米国大手ヘッジファンドの LTCM
（Long-term CapitalManagement）が経営危機に陥り，その影響で米国の金融界が深刻な状
況下にある時期であった。東アジアでは経営危機に直面した金融機関を次々と閉鎖させた米国と
IMFであったが，この米国危機の際にはニューヨーク連邦準備銀行が自ら民間金融機関の救済
融資交渉をまとめあげたことで，米国版クローニー資本主義と批判された。通貨危機が南米にも
伝染し始めていたこともあり，米国に日本を牽制する余裕はなかった。「新宮澤構想」は，「ワシ
ントン・コンセンサス」やIMFのコンディショナリティに対する痛烈な批判と併せて提案さ
れ（50），東アジアで高い評価を受けたのであった。
以上を踏まえれば，ASEAN＋3という枠組みでの地域経済協力の背景には，米国発のアメリ
カン・グローバリズム，あるいは「ワシントン・コンセンサス」に対処するための東アジア地域
主義があったことが理解できる。危機とその後の一連の対応などを通じて，東アジア地域の経済
的相互依存性の強さが確認されたことに加え，成長段階は様々であるものの開発哲学あるいは経
済的価値観の相対的な類似性が改めて意識されたのである。ジョージ・ソロスは，「グローバル
社会はコミュニティには決してなり得ない。それはコミュニティになるにはあまりにも大きく，
あまりにも変化に富み過ぎている。あまりにも多くの文化と伝統を抱えているからだ」と述べて
新しい開発パラダイムを求めて 51（165）
（49） とりわけ危機の原因をめぐっては，マレーシア（マハティール首相）とIMFあるいはソロスの論争
がある。これらについては，小林（2000b）305308頁を参照のこと。
（50） 危機への対応策としての緊縮財政政策，高金利政策，為替の自由化，そして危機の真っ直中に構造改
革を要求することなどが，危機をむしろ悪化させたとの批判がなされた。「第51回IMF暫定委員会に
おける日本国ステートメント」1998年 10月 4日。http://www.mof.go.jp/international_policy/
imf/imfp/19981004st.htm（DL：2016年10月2日）。また，危機に見舞われた国がIMFとの救済プ
ログラムに合意するとさらに通貨が下落し，逆に危機が拡大したことも実証されている。伊藤（1999）
8791頁。
いる（51）。グローバル化の申し子とも言われた東アジアが青天の霹靂で危機に直面し，痛みを共
有したことが地域の求心力を高めたと言える。松野周治は，力の差が存在する現実の世界で負の
側面を抑制してグローバル化のメリットを生かすための手段として地域主義を評価し，「リージョ
ナリズム（地域協力強化，地域共同体形成）とそのもとで導入される中央ならびに地方政府の政
策，並びに社会的規制の役割が改めて認識される必要がある」（52）と指摘している。これは，「建
設共同体」，「開発共同体」としての地域主義を示しているように思えるが，最後に東アジアにお
けるその可能性を探っていきたい。
4．TPPとRCEPの意義と役割
通貨危機を契機に始まった東アジアの地域経済協力は，それまでこの地域に存在しなかった米
国抜きの経済協力の枠組みを生み出すことになった。それは，一国レベルでは対応困難な問題を
引き起こすアメリカン・グローバリズムに対する地域共同体的な対応であった。ところが周知の
ように，ASEAN＋3の地域経済協力は間もなく曲折を迎えることになる。一方では政治的確執
を契機として日中間で主導権争いが発生し，もう一方では米国が米州統合の挫折もあって東アジ
アに回帰してきたのである（53）。
2002年11月に前述のEASGは，ASEAN＋3による自由貿易地域の形成や東アジア首脳会議
（EAS）の開催を推奨する最終報告書を提出した。それを受けて2005年12月には第1回EAS
が開催されるが，日本やシンガポールなどは中国を牽制するため豪州，ニュージーランド（NZ），
インドの3カ国の参加を提案し，結局EASは日本などの提案通り16カ国首脳で開催されるこ
とになった。東アジア地域経済協力の枠組としてEAS（ASEAN＋6）とASEAN＋3とが併存
することになり，その後前者が日本主導で東アジア包括的経済連携（ComprehensiveEco-
nomicPartnershipinEastAsia：CEPEA）を，後者が中国主導で東アジア自由貿易地域
（EAFTA）を目指すことになる。
他方で，東アジアにおける地域主義の動きは，米州自由貿易地域（FreeTradeAreaofthe
Americas：FTAA）構想の挫折もあり，米国の東アジアに対するコミットメント拡大の誘因と
なった。通貨危機時には効力が限られていたアジア太平洋経済協力（Asia-PacificEconomic
Cooperation：APEC）という枠組みも再び脚光を浴び，米国は2006年11月のAPEC首脳会議
でアジア太平洋自由貿易圏構想（FreeTradeAreaoftheAsia-Pacific：FTAAP）を提案した。
さらに 2008年 2月，米国は翌月に開始予定であった環太平洋戦略的経済連携協定（Trans-
PacificStrategicEconomicPartnershipAgreement：通称，P4協定）の投資・金融サービス
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（51） ソロス（1999）159頁。
（52） 松野（2010）2728頁。
（53） 以下の経緯については，小林（2014）および小林（2015）を参照のこと。
交渉への参加を表明した（54）。同年9月には物品など全分野での交渉参加を決定し，さらに豪州，
ペルー，ベトナムも加わって環太平洋パートナーシップ（Trans-PacificPartnership：TPP）
協定が交渉されることになった（その後，マレーシア，カナダ，メキシコ，日本も参加）。米国
にとって，成長センターである東アジアに足がかりを築くことは極めて重要であり，TPP延い
てはFTAAPの実現に向けて舵を切ったのである。
2009年9月に政権に就いた鳩山由紀夫首相は，米国に偏重した日本の外交軸を東アジア寄り
に修正することを試みた。翌10月のASEAN＋3首脳会議およびEASにおいて持論の「東アジ
ア共同体構想」を掲げ，また，CEPEAとEAFTAを同時並行で政府間の議論に移すことでも
合意した。翌11月には来日中のオバマ米大統領が，東京で「TPP諸国と，広範なメンバーシッ
プと高いスタンダードを有する地域合意を形成する目的で話し合っていく」（55）と表明し，翌12
月には延期していたTPPの交渉入りを議会に通達した。日本では対米外交で鳩山政権が躓くと，
政権を継いだ菅直人首相は2010年10月の所信表明演説で突然にTPP交渉への参加検討に言及
し，翌11年1月の施政方針演説では6月までにその是非を決定すると宣言した。結局，菅首相
は震災の影響もあって交渉参加を見送ったが，2013年3月に安倍晋三首相が交渉参加を表明し，
同年7月にはそれが実現した。そして2015年10月には12カ国がTPP交渉で大筋合意に達し，
2016年2月には締結に至ったのである。
TPPをめぐる動きのドミノ効果を受けて，米国抜きの東アジアの枠組みにも新たな展開が見
られた。2011年8月に東アジアの地域経済協力を加速化させるための日中共同提案，「EAFTA
およびCEPEA構築を加速化させるためのイニシアティブ」が示され，物品貿易，サービス，
投資の3つの作業部会の設置が提案された。同年11月にはASEANが東アジアの新たな枠組み
としてASEAN＋6の16カ国による地域包括的経済連携（RegionalComprehensiveEconomic
Partnership：RCEP）を提案し，翌12年11月には交渉開始が宣言され，翌13年5月には第1
回交渉会合の開催に至ったのである。東アジアにおける米国抜きの自由貿易圏構想としては，
RCEPの誕生によってCEPEAとEAFTAが統合された形になる。
結果として，東アジアでは米国が主導して「プラチナ・スタンダード」とも呼ばれる「質の高
い統合」を掲げるTPPと，（豪州・NZ・インドが含まれるものの）中国を含めた東アジア地域
協力の理念を引き継ぐRCEPという，2つの広域経済連携構想が展開されることになった（56）。
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（54） P4は，シンガポール，NZ,チリ，ブルネイの4カ国によるほぼすべての物品の関税を撤廃する自由
化度の高い自由貿易協定（FTA）であるが，サービスや知的財産権など広範な分野が含まれている。
また，この協定の特徴は，「より広範囲にわたる環太平洋協定の核たるべき」ことが明記されている点
だと指摘されている。スコレー（2010）1112頁。
（55） 外務省「TPP協定交渉開始までの過程」2011年 11月。http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/
tpp/pdfs/tpp02_10.pdf（DL2014.9.30）
（56） 詳しくは，小林（2014）を参照のこと。なお，これら2つの広域経済連携に対して日本がどのように
取り組むべきか，多くの議論が展開されている。これらは二者択一の問題ではなく，重層的な経済連携
を展開すべきという議論もあれば［馬田（2013）19頁］，アジアと米国の関係が密接になったいま，も
はや日本が懸け橋の役割を演じることは不要という議論もあり［吉野（2012）11頁］，様々である。
平川均は，「詰まる所，TPPは，今や世界最大の経済圏の地位を築きその経済的中心に中国が座
る東アジア経済圏へのアメリカの回帰戦略であり，東アジアの独自のルール化を阻止しようとす
るアメリカの試みであろう」（57）と指摘する。「米国がTPPを推進するのは，アジア太平洋貿易で
米国主導の貿易ルールを敷き，力を増す中国を牽制しかつ組み込みたいからである」（58）と。実際
に，TPP交渉が大筋合意に達したことを受けてオバマ米大統領は，「この協定のもとで，中国の
ような国ではなくわれわれが，グローバル経済のルールを書くのだ」（59）と述べている。
森嶋通夫の言葉を借りれば，TPPは各国市場を統合することで出来上がる大市場の利益を再
生産に活用することが目的であるのに対して，RCEPは根本的には経済建設のための「建設共
同体」ということになるであろう（60）。後者について，進藤榮一は似た概念として「開発共同
体」（61）という言葉を充てている。RCEPはTPPと比べて自由化度が低いと言われるが，これま
での経緯，つまりグローバル化に地域として対応する枠組みということを踏まえれば，いわばグ
ローバル化を牽引する側のTPPとは性格が異なって当然である。各国からすべてのカードを奪
うのではなく，適切な優遇措置や例外項目などが盛り込まれるべきである。その中身は，相互協
力と共存共栄のため，多様性の容認と「選択する自由」を確保すること，そして長期的な目標を
共有しながらも漸進主義を採用することが柱となるであろう。また，戦後の多角的貿易システム
の原則であった自由・無差別・多角主義のなかで，今日の世界的な潮流を概観すれば，「自由」
ばかりが強調されて，「無差別」が軽視されているように思える。門戸を開いておけば無差別＝
平等という問題ではない。一種の競争効果であるドミノ効果によって，半ば無理に背伸びを強い
られることでバランスを失う恐れも否定できないのである。
国連の「持続可能な開発のための2030アジェンダ」では「誰も置き去りにしない（leaveno
onebehind）」という基本原則を掲げているが，RCEPではハードルの高すぎる枠組みではなく，
開発政策手段を「選択する自由」を認め，「どの国も置き去りにしない」ように努めるべきであ
る。実際に，RCEPでは交渉の基本方針のなかで，「参加国の発展段階の違いを考慮し，特別且
つ異なる待遇を含む適切な形の柔軟性」などを盛り込むことが謳われており（62），本来的にTPP
などの自由化度が高い枠組みとは別の性格の地域経済協力を目指していることを物語っている。
現在の日本政府は，RCEPをTPPと同様な自由化度の高いものとすることを目指しているが，
RCEPのこれまでの経緯を踏まえれば，それはふさわしいものではない。また，米国と口を合
わせて，RCEPが中国の価値観に基づく地域経済統合のように批判する向きもあるが，顔ぶれ
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（57） 平川（2014）51頁。
（58） 平川（2016）14頁。
（59） ・RemarksbythePresidentAfterMeetingwithAgricultureandBusinessLeadersontheTrans-
PacificPartnership・,Oct.62015.https://www.whitehouse.gov/the-press-office/2015/10/06/re
marks-president-after-meeting-agriculture-and-business-leaders-trans（DL2015.10.7）
（60） 森嶋（2001）115頁。
（61） 進藤（2013）175177頁。
（62） ・GuidingPrinciplesandObjectivesforNegotiatingtheRegionalComprehensiveEconomic
Partnership・,Nov.20,2012.http://www.mofa.go.jp/announce/announce/2012/11/pdfs/201211
20_03_02.pdf（DL2016.9.15）
を見ればもともとは中国よりも日本が望んだメンバーである。日本は中国と協力して，東アジア
の多様性を反映した価値や規範を認める開発支援型の協調的な枠組みを構築するべきである。
これは保護主義的なものと批判されるかもしれないし，確かに相対的には保護主義的なもので
ある。しかし，「保護主義」という響きはネガティブなものであるが，かつての英国の「自由貿
易帝国主義」と同様に，「自由」は必ずしも真の自由や公正さを保障しない。
ここで保護貿易論の大家であるF.リストの議論を援用したい（63）。リストは「人間の社会は二
重の観点から見ることができる」とし，「全人類を眼中におく世界主義的kosmopolitisch観点」
・・・・・
と，「特別な国民的利益や国民的状態を顧慮する政治的politisch観点」の2つを示している
・・・
（傍点は原文通り）（64）。ここで前者は「世界主義経済学ないし世界経済学」として現れ，「地上の
すべての国民が永久平和のもとに生きている単一の社会を形成するという前提から出発する」も
のであるが，後者の「政治経済学ないし国民経済学」は，「国民国家の概念と性質から出発して
特定の国民が現在の世界状勢とみずからの国民に特有な事情とのもとでどうすれば自分の経済状
態を維持し改善しうるか教える」学理であり，両者は区別される必要があるという（65）。リスト
は，「いかなる国民もその生産力を発展させるにあたっては独自の経路をらねば」ならないの
で，「いかなる国民も独自の政治経済学を持っている」と考えているが（66），ただし「イギリスの
国民のようにその工業力が他のあらゆる国民を大きく凌駕してしまった国民は，その工業・貿易
・・・・ ・・
上の支配権を，できるかぎり自由な貿易によって最もよく維持し拡大する。この国の場合には，
・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
世界主義的原理と政治的原理とはぴったりおなじものである」（67）（傍点は原文通り）と指摘して
いる。つまり，世界主義的原理としての「制定法と永久平和と自由な公益」が，いわば覇権国と
してのイギリスにおいては自国の利益と合致するのであり，ここに世界主義的原理（＝グローバ
ル化）を推進するイギリスの利益が見受けられる。しかし，発展段階が様々な国々によって構成
される現実の世界経済では，「一般的自由貿易から生まれるものが世界共和国ではなくて，支配
的な工業・貿易・海軍国の至上権におさえられた後進諸国民の世界的隷属」（68）を生み出す可能性
が高い。そのため，支配的な国家とは異なり多くの国々では，世界主義的原理と政治的（国民経
済的）原理とは相反するものとなるのである。
リストの議論を踏まえて今日の世界経済を考えた場合，世界主義的原理と政治的原理との整合
は米国経済に適用できるかもしれない。しかし，他国にとってはそれが一致しているわけではな
く，世界主義的原理を押しつけることは，たとえその原理が「自由」を掲げたものであったとし
ても，他国の権利を踏みにじり，成長の芽を摘むことにもなりかねない。「自由」という言葉は
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（63） 現代のグローバリゼーションにおいてリストの経済観が示唆する論点については，小林（2000a）も
参照のこと。
（64） リスト（1970）56頁。
（65） 同上書，186頁。
（66） リスト（1966）56頁。
（67） リスト（1970）62頁。
（68） 同上書，190頁。
耳当たりがよく，「保護主義」という言葉はイメージが悪いが，現実には「自由」と言われるものが
多様性や選択肢を否定し，様々な権利や希少性の「保護」が認められないこともあるのである。
もっとも，米国における「トランプ現象」を踏まえるならば，「ダボス階級」を除く米国の大
多数の国民にとっても，すでに世界主義的原理と政治的原理との整合が崩れていると言える。か
つてマルクスは，「社会の現状においては，自由貿易とはいったいなにか？ 資本の自由だ」（傍
・・・・・・・・・・
点は引用者）としたうえで，「諸君，諸君は自由という抽象的な言葉にだまされてはならない。
だれの自由なのか？ それはたんなる個人対個人の自由ではないのだ。資本のもつ，労働者をお
しつぶす自由なのだ」と主張した（69）。実際にトランプ大統領が今後実施していく政策がどのよ
うに作用するのかわからないが，現状の「トランプ現象」が米国内の階級格差を反映したもので
あることは否定できないであろう。
むすびにかえて
東アジア諸国は先進国から低所得国まで様々であり，途上国ながらも世界第2位の経済大国と
して勃興する中国もある。歴史問題を解決できないまま，分断国家や古くて新しい領土問題を抱
え，移民問題や環境汚染などの課題にも枚挙に暇がない。宗教，民族，言語，自然，政治体制，
経済状況なども極めて多様性に富んでいる。しかしその一方で，減速しつつあるとはいえ，東ア
ジアは地域全体として世界の成長センターの位置にあり，会議外交の場を通じて政府間の交流も
盛んで，制度的な経済統合は限られていたものの，東アジアとしての枠組みは強固である。それ
らは，たとえ二国間で行き違いや対立があっても，東アジアの多国間の枠組みのために顔をつき
合わせざるを得ない効果がある。今後も地域のダイナミズムを維持するため，域内の産業振興や
社会改革を促進する協力体制を整備し，それを積極的に活かして「建設共同体」，「開発共同体」
を構築することが望まれる。それは，「ワシントン・コンセンサス」や「北京コンセンサス」を
超えたものとなる必要があり，それによって他の地域に対しても新しい開発モデルを提示するこ
とができる。
「アジア・コンセンサス」をアジア的価値として捉えた場合，1990年代以降おぼろげながらも
たびたび浮上したが，依然として明確なものとはなっていない。しかし，漠然とした曖昧さや多
様性を容認したうえで，確実に歩んでいくことが「アジア・コンセンサス」の鍵となるのではな
いだろうか。ASEANを象徴する言葉の1つでもある「ムシャワラー」には，「話し合いをつう
じてコンセンサスを成立させる」という意味があり，反対に「全会一致の状況ができあがるまで，
決定を先延ばしにして，話し合いを続ける」という意味もあるという（70）。一発ホームラン狙い
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（69） マルクス（1960）469470頁。なお，マルクスは次のようにも述べている。「一言でいえば，通商自
由の制度は社会革命を促進する。この革命的意義においてのみ，諸君，私は自由貿易に賛成するのであ
る」。同上書，471頁。
（70） 山影（1991）273274頁。
のベースボールではなく，ヒット，バント，スクイズで加点する日本野球のような堅実な地域協
力運営が，産業調整，技術協力，中小企業振興，環境協力，社会政策の導入，さらには民主化な
どにも有効と考えられる。これはかつてASEAN形成の際に，「各国の利害の違いを乗り越えて
ASEANとしてまとまることについてコンセンサスが成立していた」，「1つの堅固で大きな建物
を作るのではなく，小さなブロックを積み重ねていく経験を積んでいった」と言われたことと重
なるものである（71）。多様性を尊重しながら着実な地域協力運営が求められるもので，やはり
TPP型の自由化度の高さで正否を評価する枠組みとは違った別の枠組みが必要である。かつて
新自由主義の嵐が吹き荒れる前夜，「NIEO樹立に関する宣言」のなかで，「世界経済問題への取
り組みに対するすべての国の平等な参加」や，「すべての国が自らの発展に最適と考える経済的・
社会的システムを選択する権利」が謳われたが（72），これらをまず東アジア域内で保障すること
が必要なのではないだろうか。これを保障するための枠組みを構築することが，アジア・コンセ
ンサスとなるのが望ましい。「コンセンサスが生まれるまで決定を先延ばししても話し合いを続
け」ながら，着実に進歩を目指すというやり方が「アジア・コンセンサス」の大まかなフレーム
ワークの1つとなるかもしれない。
本稿にはいくつか課題が残されている。1つは，矢野修一が指摘するような「アジア・コンセ
ンサス」の理論的支柱をどこに求めるかという課題である（73）。もう1つは，加藤弘之による中
国の「曖昧な制度」論，「中国経済学」の分析との融合である。どちらも理論的な側面であるが，
今後の課題としていきたい。
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